
  

第二部    各 論
四   労働時間及び労働災害
(一)   労働時間の動向

一 第一一〇表は全労働力人口を対象とした労働力調査の全産業全雇用者の平均週間就業時間と,毎月勤労
統計の調査産゜業総数常用労働者の一人一ヵ月平均総実労働時間の年次別の動きをしめしたものであ
る。

これによると,二九年における実労働時間は二八年より労働力調査,毎月勤労統計とも○・四%と若干減少
し,二八年までの増加傾向とはやや異つているが,その水準は両者とも,二七年以前に対してはなお若干高い
水準にある。

以下,一応比較的近代的な雇用労働部門における労働者の労働時間の動向を示す指標として,毎月勤労統計
の労働時間の動きについて概観することにしよう。
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第二部    各 論
四   労働時間及び労働災害
(一)   労働時間の動向
(1)   概 観

二 二九年の産業大分類別にみた常用労働者一人平均月間総実労働時間は,卸売及び小売業を除き各産業と
も二八年までの漸増傾向から減少に転じている(第一一一表参照)。

第110表 雇用者の労働時間

第111表 産業大分類別常用労働者1人平均月間総実労働時間,出勤日数及び1人1日平均実労働時間
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三 また,これら常用労働者の一人平均月間出勤日数は月間労働時間のふえた卸売及び小売業がヘり,月間労
働時間のへつた運輸通信及びその他の公益事業がふえた。

四 したがつて,月間総実労働時間を出勤日数で除して一日当り実労働時間としてみると,卸売及び小売業で
○・一時間ふえた以外は各産業とも二八年と同水準にとどまつた。

五 つぎに,製造業について総実労働時間の変動を上半期,下半期別にみると,上半期は出勤日数,総実労働時
間とも前年同期を上廻つたのに対し,下半期は逆に二八年同期とくらべ出勤日数では二四・一日より二
四・〇日に,総実労働時間では一九九・六時間より一九六・六時間へとそれぞれ減少した。

したがつて,緊縮政策の影響による実労働時間の減少は,下半期に入つてみられたと考えられる。

六 さらに,製造業総実労働時間を所定内,所定外にわけてみると,所定内労働時間は二八年月間平均一七
七・二時間,二九年月間平均一七八・四時間と一・二時間の増加に対し,所定外は二八年の一九・五時間よ
り一七・六時間と逆に二時間の減少である。したがつて,所定外労働時間の所定内労働時間に対する割合
は,二八年の一一・〇%から二九年は九・九%と低下している。

また,二九年の所定外労働時間の減少は,第一一二表のごとく下半期に行われたもので,二八年下半期の一
九・七時間から一六・一時間と三・六時間減となつており,これは二九年における労働時間減少の特徴点
をなしている。すなわち二九年においては,二四年当時のごとく過剰雇用の切捨て,操業度の上昇による企
業のコスト切下の余地が少なく,縮小した市場に対応する生産抑制の手段として,労働時間短縮の方法がと
られた傾向を反映している。

第112表 所定内外別製造業常用労働者の月間平均総実労働時間
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第113表 製造業常用労働者の出勤日数及び1日平均実労働時間
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第二部    各 論
四   労働時間及び労働災害
(一)   労働時間の動向
(2)   労職別,性別の動き

七 製造業常用労働者月間平均総実労働時間の動きを,生産労働者と管理事務及び技術労働者に分けてみる
と,二九年平均でみて前者は一九六・四時間で,後者の一九四・一時間に対し二・三時間多くなつている。
しかし,二八年は生産上昇に対応して,生産労働者の労働時間の増加が相対的に大きかつたのに対し,二九年
は前年に対し生産゛労働者○・八時間減,管理事務及び技術労働者○・六時間減と,両者ともほぼひとしい
減少となつている。

八 これを上半期,下半期別にみると,生産労働者は対前年同期比で上半期二・〇時間増,下半期三・五時間
減の変動に対し,管理事務及び技術労働者は上半期一・五時間増,下半期二・七時間減で,前者の変動の方が
比較的大きくあらわれている。

九 さらにこれを性別にみると,生産労働者では男子労働者の比較的多い機械等の耐久財生産部門の労働時
間,とくに所定外労働時間の減少を反映して,下半期における男子の対前年同期四・九時間の減少が大きく,
女子は下半期の減少が軽微であつたため,年平均では前年よりむしろ若干増加していることが注目され
る。

第114表 常用労働者の種類及び男女別月間平均総実労動時間
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第115表 産業中分類別所定内・所定外労働時間の変動
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第二部    各 論
四   労働時間及び労働災害
(一)   労働時間の動向
(3)   産業中分類別の動き

一〇 製造業生産労働者の実労働時間を産業別に二八年とくらべると,第一一五表のごとくである。

すなわち,所定内労働時間は二九年上半期,下半期とも前年同期をやや上廻つているが,ただこの間にあつて
機械,電気機械器具,輸送用機械器具,精密機器等機械器具工業部門の生産労働者の所定内労働時間が,下半
期において前年同期より減少(機械一八〇・七時間より一八〇・五時間,電気機械器具一七六・一時間より
一七五・一時間,輸送用機械器具一六八・七時間より一六七・五時間及び精密機影一八四・四時間より一
八三・八時間)している。

一一 しかし所定外労働時間についてみると,上半期には前年同期より増加している産業が製造業二〇産業
中一二産業で,残りの八産業が減少を示していたが,下半期に入ると,前半同期にくらべ石油及び石炭製品製
造業部門を除いて各産業とも減少するにいたつている。ことに所定外労働時間は,第一次金属及び機械,電
気機械器具,輸送用機械器具,精密機器等の金属機械器具工業部門が対前年同期比それぞれ二二・三%,三
三・三%,四〇・八%,二七・六%,二二・七%減とゴム製品(対前年同期比二〇・一%減)皮革及び皮革製品
(同二四・八%減)とともに他の産業に比し,とくに著るしく減少している。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和29年 労働経済の分析



  

第二部    各 論
四   労働時間及び労働災害
(一)   労働時間の動向
(4)   規模別の動き

一二 製造業における事業所規模別の労働時間をみると,二九年平均では五〇〇人以上の大規模事業所は平
均一九〇・五時間,一〇〇～四九九人の規模では一九八・四時間,三〇～九九人の規模では二〇二・五時間
となつており,五〇〇人以上を一〇〇とした格差は一〇四・一,一〇六・三と規模の小さな事業所ほど,一人
平均労働時間の長くなることを示している(第一一六表参照)この格差を二八年と対比すると,二八年平均
は規模の大きい順に一〇四・一,一〇六・〇であつたのであるから,ほとんど変化を示していな゜いことに
なる。しかし,これを上半期,下半期別にみると,上半期は大規模事業所の労働時間の増加が相対的に大きか
つたため,格差は二八年の一〇四・二,一〇六・一から二九年一〇一二・一,一〇四・八と縮小しているが,
下半期は逆に大規模事業所の多い耐久財部門の労働時間の減少が大きかつたため,二八年の一〇四・一,一
〇六・〇から二九年は一〇五二二,一〇七・八と今までにない大きな開きをしめしている。

第116表 事業所規模別製造業常用労働者の月間平均総実労働時間
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第二部    各 論
四   労働時間及び労働災害
(二)   労働災害の動向
(1)   概 観

一二 「労働者災害補償保険労働災害統計」,「労災保険事業月報」および「安全関係業務統計」にのせら
れている諸資料を検討した結果(第一一七表,第一一八表参照)によれば,災害率の面からみた最近における
労働災害の一般的動向には必ずしも楽観を許さないものがあるようにおもわれる。

一三 しかし他方,常時一〇〇人以上の労働者を使用する事業所を対象とした「毎月労働災害統計調査」の
調査結果によつてみると,同じく災害率の面からみた最近における労働災害の発生状況は,死亡の場合(第一
二一表参照)をのぞけば前とは逆に,大体において改善されている(第一一九表第一二〇表第一二一表参
照)。

これは,このような事業所では「メリット制」の施行等を契機として,職場における安全問題がとくに真剣
に取上げられ,かつ実施にうつされたことの効果といえるのであるが,しかし死亡災害を減少せしめるにい
たつていないことは,その運動を今後一段と強力にする必要のあることを示している。
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第二部    各 論
四   労働時間及び労働災害
(二)   労働災害の動向
(2)   産業別の動き

一四 毎月労働災害統計調査の調査結果によれば(第一二二表参照),調査の対象となつている産業のうち,度
数率の面で二九年に災害発生状況の悪化をきたした産業は建設業だけで,その他の産業ではすべて何程か
ずつよくなつている。なお建設業は二八年においても度数率の上昇が目立つた産業であり,また林業は二
九年には若干度数率の低下を示したものの,依然としてきわめて高い水準にとどまつている産業であつ
た。

一五 度数率の面で注意を要する産業は強度率の面でも同様であり,二九年においては建設業,林業ともにい
ちじるしく上昇している(第一二三表参照)。
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第二部    各 論
四   労働時間及び労働災害
(二)   労働災害の動向
(3)   規模別の動き

一六 毎月労働災害統計調査の結果によれば,まず度数率(第一二四表参照)では,いずれの規模をとつてみて
も,二九年はいくらかずつ低下をみせている。したがつて,どの規模も調査開始以来つねに低下の傾向を持
続してきたことになるわけであるが,その低下の度合は比較的小規模の事業所の場合ほど小さくなつてお
り,度数率の規模別の差がちぢまりつつあることは,大規模事業場の安全管理が,急速に進展したことを示し
ている。

一七 つぎに同じ調査によつて二九年における強度率の動向をみると(第一二五表参照),労働者二九九～二
〇〇人を使用する事業所の場合をのぞきそのほかの規模においては,二八年にくらべ程度の差はあれいず
れも強度率の低下がみられ(これに対して二八年は四九九～三〇〇人の規模において強度率の上昇がみら
れた),その結果四九九～二〇〇人の規模をのぞけば,そのほかの規模は,この調査の開始以来継続して強度
率の低下をきたしているのに,四九九～二〇〇人の規模のみは,毎年目立つた強度率の増加がみられる。

第117表 労災保険関係資料からみた労働災害率

昭和29年 労働経済の分析



昭和29年 労働経済の分析



昭和29年 労働経済の分析



第118表 労働者死傷病報告の集計結果からみた被害程度別労働災害件数

第119表 労働者100人以上を使用する事業所の調査からみた労働災害発生率
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第120表 労働者100人以上を使用する事業所の調査からみた労働災害発生率

壺121表 労働者100人以上を使用する事業所の調査からみた被害程度別労働災害発生率
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第122表 労働者100人以上を使用する事業所の調査からみた産業別労働災害発生率

第123表 労働者100人以上を使用する事業所の調査からみた産業別労働災害発生率
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第124表 労働者100人以上を使用する事業所の調査からみた規模別労働災害発生率

第125表 労働者100人以上を使用する事業所の調査からみた規模別労働災害発生率
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